























放射性ガスが ２ ２ ２ Ｒｎ（ラドン）および／または ２ ２ ０ Ｒｎ（トロン）および／または
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を形成する。放射性ガスとしては ２ ２ ２ Ｒｎ（ラドン）および／または ２ ２ ０ Ｒｎ（トロ

























































































































































































































































（１７）のラドン発生器では、 ２ ２ ２ Ｒｎ（ラドン２２２）ガスを発生させるためにウラ
ン系列の ２ ２ ６ Ｒａ（ラジウム２２６）を用いることができる。 ２ ２ ６ Ｒａが放射性崩壊
することで ２ ２ ２ Ｒｎは発生する。ウラン系列は ２ ３ ８ Ｕ→ ２ ３ ４ Ｔｈ→ ２ ３ ４ Ｐａ→ ２
３ ４ Ｕ→ ２ ３ ０ Ｔｈ→ ２ ２ ６ Ｒａ→ ２ ２ ２ Ｒｎ→ ２ １ ８ Ｐｏ→ ２ １ ４ Ｐｂ→ ２ １ ４ Ｂｉ→
２ １ ４ Ｐｏ→ ２ １ ０ Ｐｂ→ ２ １ ０ Ｂｉ→ ２ １ ０ Ｐｏ→ ２ ０ ６ Ｐｂの順に放射性崩壊する系
列である。そのため、 ２ ２ ６ Ｒａの代わりとして、 ２ ３ ８ Ｕ、 ２ ３ ４ Ｔｈ、 ２ ３ ４ Ｐａ、
２ ３ ４ Ｕ、 ２ ３ ０ Ｔｈを用いることができるが、その中でも半減期が長い ２ ３ ８ Ｕ、 ２ ３
４ Ｕ、 ２ ３ ０ Ｔｈを用いる方が実用的である。この発生器では、トリウム系列の放射性核
種を用いることで ２ ２ ０ Ｒｎ（トロン２２０）ガスを発生させることも可能である。トリ
ウム系列は ２ ３ ２ Ｕ→ ２ ２ ８ Ｒａ→ ２ ２ ８ Ａｃ→ ２ ２ ８ Ｔｈ→ ２ ２ ４ Ｒａ→ ２ ２ ０ Ｒｎ→
２ １ ６ Ｐｏ→ ２ １ ２ Ｐｂ→ ２ １ ２ Ｂｉと順に放射性崩壊した後に ２ １ ２ Ｂｉ→ ２ １ ２ Ｐｏ
→ ２ ０ ８ Ｐｂと ２ １ ２ Ｂｉ→ ２ ０ ８ Ｔｌ→ ２ ０ ８ Ｐｂの放射性崩壊する系列である。その
ため、 ２ ２ ０ Ｒｎ（トロン２２０）ガスを発生させるためには、 ２ ３ ２ Ｕ、 ２ ２ ８ Ｒａ、
２ ２ ８ Ａｃ、 ２ ２ ８ Ｔｈ、 ２ ２ ４ Ｒａなどいずれかを用いることで、放射性崩壊により ２
２ ０ Ｒｎを発生させることができる。ただし、 ２ ２ ８ Ａｃと ２ ２ ４ Ｒａの半減期はそれぞ
れ６．１５時間、３．６６日と短いため、半減期の長い ２ ３ ２ Ｕ、 ２ ２ ８ Ｒａ、 ２ ２ ８ Ｔ
ｈを用いた方が実用的である。また、このラドン発生器では、アクチニウム系列を用いる






系を模擬環境試験室内に再現することが可能となる。 ２ ２ ０ Ｒｎ（トロン２２０）の半減
期は５５．６秒と短いため、トロンガス発生器と模擬環境試験室間のガスの短くする工夫












理は、ラドン系列を例に挙げると、 ２ ２ ６ Ｒａからは半減期に従い一定の割合で ２ ２ ２ Ｒ
ｎガスが発生しており、バッファータンクとラドン発生器との間をガスが循環することに
より、バッファータンク内の ２ ２ ２ Ｒｎガスの濃度が高くなる。さらに ２ ２ ２ Ｒｎが放射
性崩壊し ２ １ ８ Ｐｏ，　 ２ １ ４ Ｐｂ，　 ２ １ ４ Ｂｉ，　 ２ １ ４ Ｐｏ，　 ２ １ ０ Ｐｂ，　 ２






































































































図４に、模擬環境試験室内のエアロゾル粒子個数濃度を１０ １ ０ 　ｍ － ３ に到達させた後
のエアロゾル粒子個数濃度の安定性を調べた結果を示す。ＳＤは標準偏差、ａｖは平均値






















図７は模擬環境試験室内のエアロゾル粒子個数濃度を１０ ８ 　ｍ － ３ で制御したときの結
果である。ＳＤは標準偏差、ａｖは平均値、ＣＶは変動係数である。この測定結果から、
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